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トランプ関税下でも足元で堅調なグローバルサウス株式

2025年5月13日

2025年4月2日のトランプ米大統領に
よる相互関税の発表を受け、世界の株式
市場が急落するなか、グローバルサウス株
式の下落率は相対的に小幅にとどまりま
した。

グローバルサウス諸国においては、イン
ドなど今後さらなる人口増加に伴う消費
拡大が予想される国が多く、内需拡大とと
もに経済成長を続けるものと予想されま
す。このため、今回のトランプ米政権の関
税による影響は限定的と考えられます。

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

※グラフの起点を100として指数化。
※先進国株式：MSCIワールド･インデックス、新興国株式：MSCIエマージング・マーケット・インデックス、グローバルサウス株式：MSCIグローバルサウス・セレ

クト・インデックス（全て配当込み、現地通貨ベース）。
（出所）MSCI、Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

グローバルサウス諸国とは、将来的な成長が見込める新興国、フロンティア国のなかでも南半球を中心に位置
し、大国や先進国間の利害や対立から独立した価値観を持ち、独自の経済発展を模索する国々の総称として捉
えられています。関税政策強化で不確実性が高まる米国や、不動産バブル崩壊で景気悪化懸念が台頭している
中国が含まれていないグローバルサウス諸国市場への投資で分散投資効果が期待できます。

（4/9）
トランプ大統領は相互関税を発動した
ものの、13時間後に一部の国・地域に
対して上乗せ分の90日間停止を発表

グローバルサウス諸国とは？

2025年3月末以降の株価指数推移
（2025年3月末～2025年5月6日、日次）

足元のグローバルサウス株式

2025年4月22日、IMF（国際通貨基金）が世界経済の見通しを発表しました。2025年の世界経済成長はト
ランプ関税の影響で鈍化が見込まれ、各国の経済成長率が2025年1月時点の見通しと比べて下方修正されま
した。一方、グローバルサウス諸国もトランプ関税による影響が予想されるものの、内需による経済成長が見込
まれるため、下方修正は小幅に抑えられました

先行き不透明感が残るなか、グローバルサウスの代表国とされるインド、サウジアラビア、ブラジルは、内需拡
大などを背景に経済成長が続くと予想されます。独自の経済発展を模索するグローバルサウス諸国の株式は、
引き続き投資妙味があると考えられます。

今後の経済成長率の見通し

【アジア】インド、インドネシア、マレーシア、タイ等 【中東】サウジアラビア、アラ

ブ首長国連邦等 【中南米】ブラジル、メキシコ等 【アフリカ】南アフリカ等

（月/日）
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各国の経済成長率（前年比）の見通し （2025年・2030年）

MSCIグローバルサウス・セレクト・インデックス

に採用されている代表国 （2025年3月末現在）

＊1：トランプ政権発表の2025年4月28日時点の相手国に対する関税率。米政府は4月9日、10%を超える上乗せ部分の適用を90日間停止と発表。
＊2：上乗せ部分適用時の関税率。
（出所）IMF「世界経済見通し2025年4月」 「同2025年１月改訂」およびBloombergのデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

（4/2）トランプ大統領
は相互関税を発表



◎投資信託に係るリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債など値動きのある有価証券等を投資対象とし投資元本が保証されていないため、
当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。したがってお客様
のご投資された金額を下回ることもあります。
また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リス

クの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をよくご覧
ください。

◎投資信託に係る費用について

投資信託にご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。
1.購入時に直接ご負担いただく費用 （1）購入時手数料 上限 3.85％（税込） （2）信託財産留保額 上限 0.1％
2.換金時に直接ご負担いただく費用 （1）信託財産留保額 上限 0.5％
3.保有期間中に間接的にご負担いただく費用 （1）信託報酬 上限年率 2.09％（税込、概算）
※ファンド・オブ・ファンズ形式の場合は、一部を除き、投資信託が投資対象とする投資信託証券の信託報酬等が別途かか
ります。

※一部の投資信託および投資信託証券には運用実績等に基づき計算される成功報酬額が別途かかる場合があります。こ
の場合、成功報酬額の加算によってご負担いただく費用が上記の上限を超過する場合がありますが、成功報酬額は運
用実績等により変動するため、上限額等を事前に表示することができません。

4.その他費用 （1）上記以外に投資信託の保有期間等に応じてご負担いただく費用（*）があります。これらの費用は、運用
状況等により変動するため、料率、上限額等を事前に表示することができません。
（*）有価証券の売買・保管、信託事務に係る諸費用、監査費用、投資信託証券の解約に伴う信託財産留保額、および投資信
託が実質的に投資対象とする仕組み債券の価格に反映される費用等

上記の費用の合計額については、お客様が投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、上限額等を事前に表示
することができません。
詳細は投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認ください。

《ご注意》
上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきまして

は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する夫々の費用における最高の
料率（作成日現在）を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、夫々の投資信託により異なりますので、ご投資を
される際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をご覧ください。

【投資に関しての留意事項】

【ご留意事項】

 当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが投資判断の参考となる情報提供を目的として作成したものであり、金
融商品取引法に基づく開示書類ではありません。

 ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
 投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動

します。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆
様に帰属します。

 投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。ま
た、証券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

 当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありま
せん。また、今後予告なく変更される場合があります。

 当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるい
は保証するものではありません。

 当資料で使用している各指数に関する著作権等の知的財産権、その他の一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしく
は公表元に帰属します。
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